
I尻３

アメリカにおける生涯学習の動向
非伝統的高等教育の発展を中心に

清 水 一 彦
(清泉女学院短期大学）

はじめに

アメリカでは，「生涯教育」に代わって「生涯学習」(lifelonglearning)が一般
的な用語として使われている。この生涯学習については，全国的，統一的な定義
は存在せず，各論者によって多様な見解がみられるが，近年，その概念の変容を
多少認めることができる。すなわち，従来，主としてその学習機会が奪われてい
た人々や学習機会から遠ざかっていた人々に対し，より多くの学習機会を保障し

（ｌ）
ようとするところに，生涯学習の存在意義が考えられていた。これに対して，今
日の生涯学習の理念には，これまでのいわば補償教育的思想と同時に，もっと大
きな理想一すべてのアメリカ人の生活をより活気的，生産的なものとし，将来

（２）
の学習社会を樹立していこうとする積極的な目標がおかれるようになった。
ところで，アメリカの生涯学習は，成人教育を中心として，古くからそれぞれ

の地域において，多種多様な機関がそれぞれ異なった環境と条件に応じて多様な
性格をもって展開されてきた。制度的多様性は，アメリカの生涯学習の基本的性
格を形成しているが，それは今日の生涯学習を発達させる原動力となっているば
かりか，今後の発展可能性の源泉にもなっている。こうした制度的多様性の下で，
最近の生涯学習に関わる全般的動向をみると，全体的には伝統的なフォーマルな
教育機関を中心としながらも，他の多くの機関とともに，とくに女性の参加，高
学歴者を多く得ながらその対象年齢層を拡大し，主として職業的，実際的なパー

（３）
トタイムの学習を行うものとして，急速にその組織化が進行してきている。
このような生涯学習の発達の中で,とりわけ70年代以降のアメリカにおいては，

成人の学習要求の増大や高度化，高年齢層の学生の増加傾向と関連して，学習者
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の多様なニーズに応じた学習の個別化，多様化がさらに一段と強く求められるよ
うになった。そして，こうした成人の学習上の要望に基づく新たな方策として，
既存の機関や既成の教育う°ログラムにこだわらない，いわば「非伝統的教育」の
形態が研究・開発されつつある。
カーネギー高等教育委員会も，早くからこの非伝統的教育に関心をもち積極的
に取り組んでいる団体の一つである。同委員会は，すでに1973年の報告書「学習
社会をめざして」(TowardaLearningSociety)の中で，非伝統的な学習形態に
ついて次のような提案をした。
「パートタイムの学生や成人学生に対してカレッジでの教育機会をもっと提供
すること。そのためには「非伝統的』学生に対する入学者選抜方法，納付金の
仕組み，各課程に必要とされる学習負担，時間割の組み方などにおける現在の
障碍物を取り除かなければならない。また，より『短期のサイクル』のプログ

（４）
ラムを必要とする｡」
こうした報告書の提案にも促され，同時にまた各種財団や連邦の財政援助，研

究助成等に支えられながら，非伝統的教育に関連した革新的試行が全国各地にお
いて急速な展開をみせはじめている。
本稿では，学習要求をもつ成人により多くの学習機会を提供しようとする最近
のアメリカの非伝統的教育，とくに高等教育の分野における拡充方策を中心に取
り上げる。そして，その実践形態を三つのタイプ°，すなわち「公開学習｣，「学外
プログラム」および「教育仲介業」に大きく分類しながら，それぞれ最も代表的
と思われる具体的事例について，とくに生涯学習の発展方向との関連において，

（５）
その特色と課題を明らかにしていきたい。

１．「公開学習」(OpenLearning)

非伝統的な高等教育の中で，「公開学習｣型の機関として注目されるの力ざ，オー
（６）

プン･ユニバーシティ(OpenUniversity),「壁のない大学」(UniversityWithout
Walls,以下UWW),エンパイア・ステート・カレッジ(EmpireStateCollege,
以下ESC)である。既存の高等教育機関に対し，新しい形態と内容をもって誕生
したこれら公開学習型の機関のうち，とりわけUWWとESCの両者は,個々の学
生のニーズや関心，以前の学業，能力および学習意欲に基づいたプログラムを具
体化する方法をとる「契約学習」(contractlearning)として広く関心を集めてい
る。両者とも，フォード財団の援助をもって設立されたものでもある。
UWWとESCの実際の形態は異なったものであるが，その理念･目的は，契約
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学習としての共通の原則を有している｡両者に共通する基本的原則を列挙すれば，
次のようになる。
(1)学生が主体となり，教授陣のガイダンスの下で自己の教育の方向性を決定
する。

（２）教授陣は個々の学生と一対一でこれにあたり，フ・ラン作成の援助をしなが
ら学習指導を行う。補助教授あるいはチューターとして，地域社会の有資格
の人々もサービスする。

（３）学習は，図書館やアカデミックな機関でのクラス授業のほかに，フィール
ド学習，インターンシップ，ボランティアサービス，旅行，労働体験学習な
どを通じて行われる。

（４）学際的学習あるいは特別訓練学習に重点がおかれ,学習者によっては１～２
の高度な専門分野を専攻する場合もあるが，主要には各学生のう°ログラムは
幅広い経験を含むものとなっている。

（５）労働，旅行あるいは独立学習を通じた教室外の学習についても学問的に評
価され,しかもそれが学生の総合的な学位取得の目標に合致している場合は，
既得単位(credit)とされる。

（６）学生の生活実態に適合した柔軟な時間割が編成される。
（７）評価は，伝統的なテストや段階評価によるのではなく，より個別的，関連
的で多様化されている。卒業に関しても，理解度，知識，能力についての正

（７）
確な学習成果に基づいて，計画的に行われる。
このように，契約学習では，学生一人ひとりが主体的になり，彼らの幅広い要

求や能力に応じた多様な学習内容，方法あるいは評価が考えられている。また，
この契約学習の下では，教師の主要な機能は，従来の伝統的な学習形態でのそれ
とは異なり，学生が自らの学習フ・ロジェクトを作成し評価するのを助けるところ
におかれる。そのため，とくにESCでは，指導教授に新し<@mentor'という用語
さえ使用しているほどである。
次に,UWWとESCのそれぞれについて，そのシステムや構造，運営方法をみ
ることにする。
まずUWWは,高等教育の代替モデルを開発することに共通の関心をもつ諸機

関の連合体であり，オハイオ州イエロースプリングにあるAntiochCollege内に
本部(Union)がおかれている。この本部は，多種多様な規模･組織･内容をもつ
UWWネットワークを統一するために設けられたものである。
UWWは,７０年代後半には全国31の機関から構成され，その多くはウィスコン
シン大学やアラバマ大学，マサチューセッツ大学のように規模の大きな機関であ
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るが，中にはデンバーのLorettoHeightsCollegeやセントルイスのWebster
College,バーモントのGoddardCollegeのような小規模の私立教養カレッジもあ
る。また，キャンパスのないUWWも存在する。Antioch-Eastう°ログラムもその
一つで，それは中央フィラデルフィアの大きなオフイスビルに位置し，主に市内
の黒人労働者を対象に治療教育(remedialinstruction)を行っている。一般に，
黒人，フ･エルト・リコ人，シカノ，アメリカインディアンなどのいわゆる人種的
マイノリテイを主に対象とするUWWは，キャンパスを有しない場合が多い。
規模・組織と同様に，その入学方法や学位授与の方法も各機関によって多様で
ある。UWWへの入学方法は，それぞれの地域の機関に委ねられ，コースに応じ
てかなり高度な選抜を行うところもあれば，入学試験を課さないオープン＝アド
ミッション制をとるところもある。学位についても，通常それぞれの機関で授与
されるが，一部では機関それ自身は学位を与えず，オハイオ州から学位授与権限
を与えられている本部から授与される場合もある。
UWWは，学習者の要求をみたすために，さまざまな学習認定，資格認定のコ

ースやカリキュラムを設定している。それぞれのコースは個別化され，正規のク

ラス授業，野外経験，研修，見学，独立学習，集団プロジェクトなどから編成さ
れている。これらの学習プログラムは，学生と個々のアドバイザーが「学習者一
促進者」(learner-facilitators)と呼ばれながら，教授＝学習される。従来の固定
化されたカリキュラムや時間的制限もなく，学生の自由なコース選択，自由な学

（８）
習計画に基づいて単位や資格を取得できるように工夫されている。UWWは，こ
うして文字通り，従来の大学の壁を取り払うと同時に，年齢による壁や教師と学
習者との壁などを取り除くものとなっている。
なお,UWWに関連した最近の新しい改革動向としては，ハイスクールと結び

ついたUWWの誕生がある。これは,ハイスクール在学中の生徒がUWWに入学
し，そこでハイスクールの卒業証書あるいは学士号を取得することができる制度
的措置である。このほか，新しいUWWフ・ログラムには，服役者らの範囲内で高
度な教育を提供しようとする，まさしく刑務所の「壁」をも超えることを目的と
するところもある。
UWWについては,すでに100以上にのぼる他の諸機関からそのネットワークの
メンバーに関する問い合わせや，さらに連邦政府自ら，ユネスコや財団の援助の
下で,一連の国際会議を通じて他の国々に対するUWWの適用性についての開発
を積極的に進めつつあるともいわれ，その将来の発展が大いに期待される。
一方,ESCについてみると，それはUWWの多様性とは対照的に，ニューヨー
ク州内の契約学習を開発している単一の機関となっている。すなわち,ESCは，
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ニューヨーク州立大学の一機関として位置づいている。
サラトガ･スフ・リングスに本部をもつESCは，州内の29の学習施設から成り立
っている。このうち，ニューヨーク市および近郊にある５つの施設は，十分な設
備とスタッフを有する「学習センター」となっている。各学習センターには，そ
れぞれセンター長，行政上の補助職員，１３～15人の専任の指導教授(mentors)が
おかれ，全体で約500人の学生を収容している。指導教授は，その大部分が博士学
位を有しそれまで伝統的な高等教育機関に所属していた者であり，通常それぞれ
25～30人の学生を担当する。他方，学習センター以外の施設は，ユニット(unit)
と呼ばれ，比較的学生数の少ない地域に位置し，通常一人の調整官と数人の教授

（９）
陣によって運営されている。
ESC入学者の学習は，各学習センターやユニットのほか，州立大学のカレッジ

でのコース，通信コース，他のメディア・コースなどを通じて行われる。また，
学生は，政府あるいは社会的機関の研修生(intern),協同プロジェクトへの参加，
特別な学習計画に基づく旅行などの学習機会をもつ。
ESCでは，すでに他の機関で修得した学問的クレジットを受けとるとともに，
ESCでの学習や体験に対してクレジットを与える。学位取得については，この方
法により，学士号が最高26ヶ月の継続学習で，また短期大学卒業程度の準学士号
が最高10ヶ月の継続学習で取得可能となっているが，いずれの場合も最後の６ヶ
月はESCでの学習が要求されている。
ESCは,1974年には中部諸州協会(MiddleStatesAssociation)から資格認定
(accreditation)を受けることになり，さらに公開学習の研究・開発のためのい
くつかの補助金を得るに至った。そして，その発展は他の州や地域にも影響を及
ぼし,すでにオハイオ州でもESCに類似した州全体のう°ログラムに着手しつつあ
る。
以上のUWWおよびESCの実践は,生涯学習の観点からみても重要な意味をも

つものである。学習者の特性に即してその実際の状況をみてみると，まず学生の
平均年齢は，両者ともほぼ35歳位であるが,ESCではその姥が40歳以上となって
いる。UWW入学者の40%は人種的マイノリテイグノレーフ。であり，また年収6,000
ドル以下の低収入者も40%を占めている。女性の参加も，両者とも半数に達し，
フノレタイムの仕事に従事する有職者は，両者の大部分を占めている。
また,学位取得者は,全入学者8,500人のうちUWWでは600人,ESCでは2,000

人という報告もある。両者のドロップアウトも極めて低く，教師の中には，これ
らの学生の学習の質は通常の大学におけるよりも高いと考えている者もいるほど
である。実際，学位取得の卒業生の多くは，職場あるいは大学院進学においてか
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なりの成功を収めているといわれている。
このように,契約学習としてのUWWおよびESCは,従来その学習機会に恵ま

れなかった多くの成人を吸収し，生涯にわたる学習機会を提供している。

2．「学外プログラム」(ExternalProgram)

学外プログラムは，実生活での経験を含んだ独学の学習成果を外部の機関によ
って認定しようとする制度である。今日，最も広く知られているのが,1970年，
当時のニューヨーク州教育長によって提言され実行されている「リージェント外
部学位」(RegentsExternalDegree,以下RED)である。これは,REDの行う
試験を通して学位を授与する制度であり，ニューヨーク州の州教育委員会(Board
ofRegents)によって管理・運営されている。
REDには,ハイスクール卒業のような受験資格や年齢あるいは居住の制限は一

切なく，すべての希望者にその受験の機会が開放されている。志願者は，通常そ
れぞれの学位取得目標に合致した単位クレジットを全国レベルの試験機関（全国
大学入学試験委員会，略称CEEB)が行う試験などを通じて取得した後,REDの
学位試験を受ける。これまで６種類の学位プログラムが用意され，それらは芸術，
科学，看護に関する準学士号と，芸術，科学，業務管理に関する学士号である。
学位の資格要件や試験内容は，同州内の公私立大学の教授陣および州教育局の専
門家から構成される10～15人の委員会によって決定される。
REDに特徴的なのは,州外に居住する人々や兵役のため海外に居住している人々
に対しても，それぞれの地で受験できる機会が与えられていることである。また，
REDに関連したサービスとして，クレジット・バンク(RegentsCreditBank)
も用意されている。このサービスは,RED受験者に限られてはいないが，希望者
は各自の大学レベルの学習の記録をすべてバンクに登録し(登録料５０ドル)，一定
の学問的基準に基づいてそれが評価され，学業記録簿として作成・保管されるも
のである。そして，この記録簿は，登録者の必要に応じて，無料で各機関あるい
は職場に送付される仕組みになっている。

（11）
REDへの参加報告をみると,9,000人以上の受験者のうち3,500人が学位を取得
しているという。その年齢層は19～74歳に及び，８５％以上の者が，軍隊や看護婦
などの大規模な職業集団に属するフルタイムの有職者である。このほか教師，商
売人，警察官，主婦などもみられ，フルタイムの学生もわずかながら含まれてい
る。学位取得までの全経費は，およそ250ドル～700ドルとなっている。
REDでの学位取得は，その後のキャリア発達や継続教育の機会に大いに有効な
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ものとなっている。実際，最初に準学士号を取得した400人の追跡調査では，半数
以上の者が32州の88大学において学習を継続していることが報告されている。
ところで,REDと同様，実生活での経験を含む学習成果を評価する学外プログ

ラムは，高等教育の分野にとどまらず中等教育のレベルでもみられるようになっ
た。後述するRLSによって開発された｢ニューヨーク州外部ハイスクール卒業証
書プログラム」(NewYorkExternalHighSchoolDiplomaProgram)がそれ

（1勘
である。
このう°ログラムは，成人に対して，伝統的なテストによるのではなく，実生活

での経験や知識に基づいてハイスクールの卒業証書を与えようとするものである。
志願者は，親，労働者，市民としての役割において獲得した技能や理解が求めら
れ，三種類の「take-homeプロジェクト」と個人面接によって“テスト”される。
具体的には，コミュニケーション，計算，生活面で成人が必要とする63の基礎的
能力が測定される。その測定は，質問紙テストによってではなく，現実の生活や
仕事の実践を通して決定される点力ざ特徴的である。
志願者は，これらの“テスト”に合格すると同時に，さらに職業技術能力（こ
れは，同一の仕事に一年間十分に従事したことによって示される｡）か，美術･音
楽・コミュニテイ組織などにおけるある一定の専門的能力のどちらか一方を明示
しなければならない。こうしたプログラムに必要なすべての能力を示した者に対
して，ニューヨーク州の地方学区から卒業証書が授与される。
当初100人余りの成人がその卒業証書を手にしたが，こうした試みは，多くの教

育関係者の注目を浴びながら，他の州，例えばテキサス州，イリノイ州あるいは
オハイオ州における同様の計画に多大な影響を与えることになった。

3．「教育仲介業」(EducationalBrokering)

1970年代初期には，非制度的成人学習サービスのネットワークに対して，新し
く「教育仲介業」という概念が非伝統的な学習分野に登場するようになった。教
育仲介業は，多種多様な成人教育の機会やプログラムが開発される中で，それに
関するさまざまな情報を収集，提供し，成人一人ひとりの学習目的に基づいた計

（側
画を作成し，実行しようとするものである。したがって，その機能は，情報提供，
カウンセリング，個々の能力の評価およびその他の援助という広範囲にわたるも
のとなっている。
この仲介サービスは，いうまでもなくすべてのカレッジや地方の他の提供者に

関して中立でなければならない。すなわち，それは特定の機関に対するリクルー
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卜機関として運営するのではなく，個々の学習者の関心の中で運営されるべき性
格のものである。と同時に，それは最少限の経費と地域のすべての人々に等しく
開放されていなければならない。このような基本的原則の下で正しく運営されて
こそ，仲介サービスは，学習う．ログラムの複合的，協同的ネットワークにおける
自然的接続の役割を果たすものとなるのである。
こうした新しい概念の下で，連邦，州，地方のすべてのレベルにおいて，仲介

サービス機関が次々と設立されるようになった。仲介サービスそのものはすでに
古くからみられ，長年教育機関やコミュニティ機関で与えられていたが，独立し
た自由な立場での仲介機関が設立されるのは最近になってからである。1976年に
は，初めて全国レベルの教育仲介センター(NationalCenterforEducational
Brokering,以下NCEB)が創設されたが，それ以前から各州，各地域に教育仲
介業が数多く存在していた。1978年のNCEBの記録によれば，全国41州に215の
仲介サービス利用可能な場所が存在したといわれる。この中には，４４の非営利の
コミュニティ独立機関，４２の公立図書館，３１の相互関連機関のほか，８つの学位
授与機関をベースとした教育機会センター(EducationalOpportunitiesCenters)

（14）
も含まれている。
今日，独立のコミュニティ機関として有名なのが，ニューヨーク州シラキュー
スに創設された｢地域学習サービス機関」(RegionalLearningServiceofCentral
NewYork,以下RLS)である。このRLSは，マデイソンやオスウェゴーなど
５つのカウンテイ地域の成人を対象に，彼らの継続教育やキャリア発達のための
指導・助言活動を行う機関である。１６歳以上の成人であれば誰でも利用でき，費
用も最初の３ヶ月は１５ドル，更新時10ドルと非常に安くなっている。
1976年にRLSを訪れた成人は2,500人に達したが，このうち％は女性,60%は

既婚者，％は25歳以上で，また40%は年収8,000ドル以下,75%は年収１万5,000
ドル以下の者となっている。マイノリティ・グループの成人の割合も，黒人を中
心として人口比の２倍を占めている。そして，約半数の者は，その動機としてキ

（１３
ヤリア発達を求め,80%以上の者が継続教育を希望していたという。
RLSはまた，ハイスクールの卒業証書をもたない者に対する特別の指導をも行
う。具体的には,RLSは，彼らに対してその獲得のために次の方法のいずれかを
選択することを助言している。
(1)成人ハイスクール教育プログラムにおける昼間授業もしくは夜間授業。
（２）「一般教育開発」(GeneralEducationalDevelopment)に基づき無償の授
業を受けられる５回の２時間テスト。

（３）ニューヨーク州ハイスクール相当卒業証書(NewYorkStateHighSchool
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（16）

EquivalencyDiploma)を得るコミュニテイカレッジでの24時間コース。
ところで，地方レベルを中心として発達した教育仲介業は，今日，全国的運動

の一つとして，州および連邦のレベルにまで拡大発展している。先のNCEBの創
設をはじめ,連邦の教育仲介サービスに対する援助も積極的に行われている｡1976
年の教育法改正では，教育情報ガイダンス，カウンセリング等をすべての人々
に供給する「教育情報センター」(EducationallnformationCenters)の計画・
設置・運営に対する補助金の提供が規定された。実際，これによって44の州や地
域においてそのセンターが設立されることになった。
教育仲介業に関する最近の傾向として，コンピュータに基づく教育情報システ
ムの開発が活発化されている。オレゴン大学を中心とした「オレゴン･キャ'ノア・
情報システム」(Oregon'sCareerlnformationSystem)もその一つである。教
育上，職業上あるいはマンパワーに関するさまざまなニーズの情報やカウンセリ
ングの要素を取り入れたこの情報システムは，オレゴン大学が中央になり，その
末端は州内の学校，刑務所，ショッピングセンター，図書館，他の公共の場所に
結びつけられ，より多くの人々に情報を伝達できる仕組みになっている。この事

（1力
業には連邦労働局の援助があり，同様なシステムは他の州にも拡ｶｾっている。
教育仲介業の生涯学習の発展に果たす役割も大きいといわなければならない。
教育仲介業による指導助言サービスは,成人学習者と多様な学習機会を結びつけ，
すべての成人に対するキャリア決定，教育上の決定をより容易にするものとなっ
ている。そして，これにより，伝統的なカレッジ相当年齢層の学生よ!)も，非伝
統的な成人学生が生涯学習のシステムに参加できる道力r大きく拓かれることにな
ったのである。

おわりに-非伝統的教育の課題と展望一

以上のように，アメリカにおける非伝統的教育（学習形態）は，高等教育を中
心におよそ「公開学習｣，「学外プログラム｣，「教育仲介業」の三つの形態をとり
ながら，急速にその制度上，内容上の多様化が進行している。本稿でみた非伝統
的高等教育の事例は，いずれも従来の伝統的教育におけるいくつかの障害，すな
わち冒頭のカーネギー高等教育委員会の報告書でも指摘されていた入学者の選抜
方法や経済上の障害，学習上のスケジュールの問題のほか，単位累積加算制度の
欠如などを克服しようとする努力のあらわれであるといってよい。と同時に，そ
れらはすべての人々に生涯にわたる学習機会を保障しようとする生涯学習の発展
方向を明示するものである。
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ところで，こうした非伝統的教育が発展するにつれて，他方ではこれに伴うい
くつかの問題点も表面化してきている。最も大きな問題の一つとして早くから指
摘されていたのが，教育水準の維持の問題である。とくに外部学位については，
当初それは伝統的なフォーマルな学位とは質的に大きく異なるものであると批判
する大学関係者が多かった。外部学位プログラムの急成長とともに，次第に「名
称」においても「質」においても平等であり，何ら異なるものではないという考
え方に変わりつつあるが，今後さらに，州レベルでの基準の策定や資格認定機関
の関与など，法制的，制度的措置が期待されている。
次に，基本的問題として挙げられるのが，非伝統的な学習を始める以前の学習
(priorlearning)あるいは生活経験に対する評価・認識についてである。現在，
これに関しても共通の理解や基準といったものはみられない。各機関が個々に相
異なる技術・方法を開発しており，それゆえ結果的に学習者によっては期待して
いたほど以前の学習経験が評価されず，坐折感をいだく者も少なくないという事
実が指摘されている。また，大学関係者の中には，先の外部学位と同様に，それ
は高等教育の質的低下をもたらすものであるとして，その考え方自体に疑問を投
げかける者もいる。
経費(costs)に関わる問題も大きい。最近の高等教育の経済的危機状況の中で，

新たに非伝統的学習形態を開発・計画・実行する上での経費の問題は，ますます
深刻化している。実際，ここで取り扱った事例の多くは，大規模な財団から莫大
な財政援助を受けながら実践されてきているものである。財源の確保とともに，
非伝統的な学習プログラムのコストが伝統的な教育と比較してどの程度のもので
あるかのデータの必要性などは，経費に関わる緊急な課題となっている。
このほか，非伝統的学習プログラム全体に関連する単位クレジットの問題や，

各個別のプログラムにおける問題,例えばREDにおける一部の学問的領域の学位
（１３

を他の分野にも拡大することなど，具体的な課題も指摘されている。
非伝統的学習プログラムは，未だ実験段階であり，それゆえ多くの問題を抱え
ているが，少なくとも従来の教育観あるいは制度，内容を含めた伝統的高等教育
に一つの強いインパクトを与えていることは確かである。そして，すでに全国で
300以上もの機関が取り組んでいるとさえいわれる非伝統的学習プログラムのめざ
ましい発展は，今後のアメリカの「新しい高等教育」と､して伝統的高等教育のシ
ステムを変化させるだけでなく，近い将来の生涯学習時代あるいは学習社会の到
来を約束するものでもある，といっても過言ではないであろう。
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〔注〕
(1)例えば，比較的新しいところでは,1976年に成立した改正高等教育法の中
の「生涯学習法」(LifelongLearningAct,PublicLaw94-482,1980年の再
改正で削除）の法案提出者でもあるモンデール（当時上院議員のちの副大統
領）は，生涯学習の意義を次のようにとらえていた。
「生涯学習は，沈滞したもしくは恵まれない環境にある人々，すなわち失
業者，孤独な高齢者，婦人，マイノリテイ，若者，廃業間近い仕事に従事
する労働者の人々に希望を与えるものである｡」

J.RobyKidd,LifelongLearningintheUnitedStates(TomSchuller,
JacquettaMegarryed.,WorldYearbookofEducationl979:Recurrent
EducationandLifelongLearning),KoganPage,p.115.
(2)とくに，1979年，「全米拡張･継続教育審議会」(NationalAdvisoryCouncil
onExtensionandContinuingEducation)の大統領並びに議会への答申書
では，この点が明確にされた。

(3)1982年現在の成人教育参加者の特性をみると，次の表のようになる。
(4)海老原治善編「資料現代世界の教育改革｣，三省堂，昭58,p.74.

なお，同報告書の中では，非伝統的学生の定義を次のようにとらえている。
「学位課程の老若のパートタイム学生および非学位課程の学生で，夜間に
そしてまた学内キャンパスとともにキャンパス外の場所に通学するもの｡」
同書,p.76.

(5)なお，筆者は，すでに別稿（｢アメリカにおける大学開放の動向一『生涯学
習』の観点から一｣，日本生涯教育学会年報第２号，昭56）において，大学開
放の一事例としてWeekendCollegeを中心に取り上げ,アメリカの非伝統的
教育の発展について考察したので，併せて参照されたい。
(6)オーフ・ン・ユニバーシティは，放送教育と通信教育を総合し，マルチ・メ
ディアを大学教育に活用し，学習者自身の自由な時間と空間をもって，より
多くの学習機会を提供しようとするものである。1971年，ネブラスカ大学で
計画され,その後中西部地域に拡大発展した｢中央アメリカ大学｣(University
ofMid-America,1974年)が最も広く知られ，これにはネブラスカ，カンサ
ス，ミズーリ，アイオワ州の６つの州立大学が参加した。

(7)H igher/Wider/Educat ion (以下,H･W．E) :ARepor tonOpen
Learning,oneofaseriesofreportsonactivitiessupportedbytheFord
Fomdation,HoughtonMifninCompany,1976,pp.13-14.

(8)JackLondon,RobertWenkert,AdultEducation:Definition,Descrip-
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tion,andAnalysis(DavidW.Swifted.,AmericanEducation:ASociologi-
calView),HoughtonMifninCompany,1976,p.259.
(9)ESCの指導者に関しては，特別にその専門職性の向上や州立大学の他のカ
レッジとの協働を図るために，ダンフォース財団の援助を受けて「教育セン
ター」(CenterforlndividualizedEducation)も設立されている。

(10)H・Ｗ．E,p.14,p.19.
(ll)Ibid.,pp.21-22.
(1り以下は,Ibid.,p.24による。
(13J.RobyKidd,Op.Cit.,p.123.
(14)RichardE.PetersonandAssociates,LifelongLearninginAmerica,
Jossey-BassPublishers,1980,p.186.
(13H･W･E,pp.23-24.
(101bid.,p.24.
(17)RichardE.PetersonandAssociates,Op.Cit.,p.222.
(IWこうしたいくつかの問題への対応策も早くから進められている。1974年に
は，教育テストサービス(ETS)機関やESC,UWWを含む諸機関のメンバ
ーによって，「非伝統的学習の協同アセスメント」(CooperativeAssessment
ofExperientialLearning)の全国会議が開かれた。200近いカレッジや大学
が参加したこの会議では，主に教室外での経験や実績の教育的価値について
の評価や，学習クレジットの適切性などに関して活発な論議が交わされ，共
通の判断・理解も示された。H･W･E,p.26.
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（％は，各成人人口比）

資料:NatiomlCenterforEducationStatistics,DigestofEducation
Statisticsl98２,p，1５４)


